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アンケート調査結果の概要
　－２０５団体から回答、回収率３０．１％－
今回の資産運用状況アンケートでは、全国の国公私立大学法人を対象に調査を実施しました。(前回は私立大学のみ)
今回調査では国立大学法人も対象にしています。これは、法人化され有価証券運用が可能になったことから、国立大学の資産運用に対する現状を把握するのが目的でした。結果を見ると、ご回答いただいた国立大学の9割が資産運用規定を整えており、その7割が既に有価証券運用を行なっている等、国立大学の資金運用体制は相応に整えられていることが判ります。また、文部科学省では今通常国会で国立大学法人法を改正し、国立大学法人における株式投資の解禁（寄付金の株式運用(投信)）を検討していましたが、今回のサブプライムショックを受けて、この通常国会への法改正は見送りとしたようです。何れにしても、時宜をみて株式投資への道が開かれることと思われます。したがって、今後も本アンケート調査による国公私立大学への情報提供の重要性が高まるのではと考えております。

今回のアンケート調査の項目は、Ａ．資産運用の管理体制について　　Ｂ．運用可能資産・収入の規模および資金管理計画について　Ｃ．金融商品について　　Ｄ．取引業者の選定・その他　　Ｅ．今後、必要と思われる情報　の計５項目、質問の数は27としました。
調査方法は、当協会の会員校についてはｅメール、その他の大学については質問紙郵送方法で行うこととし、その依頼件数と回答状況は、国立大学法人は８６法人に対し回答は４１法人(回答率４７．７％)、公立大学は８１大学に対し回答は２５大学(回答率３０．９％)、
学校法人(＝私立大学)は５１３法人に対し回答は１３９法人(回答率２７．１％)、回答数合計は２０５(無記名回答７を含む)でした。
主要な項目について、地域別の分析を勘案した概要は以下のとおりです。
＜資産運用＞
· 資産運用を行っている法人等は、国立大学法人の７３％、公立大学の８％、学校法人(私立大学)の８２％となり、特に、公立大学については法人化していない大学(地方自治体が運用)と大学の方針として有価証券の運用をしない大学が殆どでした。
また、国立大学法人では、地域差はあまり見られなかったが、独立行政法人通則法により運用対象が限定されている範囲内のものを、殆どの総合大学は運用しているが、医科大学や教育大学等の単科大学は資産運用を行っていない結果となっている。

　　　私立大学については、特に東京では９１．９％が有価証券の運用をしており、前回と同様地域差がみられました。
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＜資産・収入の規模＞

· 収入額が４００億円以上の法人は、国立大学法人は各地域に大規模校があるため地域差は少ないが、学校法人(私立大学)では

８校の内、半数が東京にあり、かつ、これらの私立大学は運用可能資産も４００億円以上あり、地域間格差が見られます。
· 本調査報告書ではご回答いただいた法人を、国公私立別、かつ、収入規模別に細分化した表を作成しております。
例えば、現在資産運用を行なっている私立大学が「今後取得(増額)を予定している金融商品は？」との質問に対し、［グラフ　私立大学-7-］の｢仕組み債」の場合21.3%［6.仕組み債(元本ﾘｽｸなし)と7.仕組み債(元本ﾘｽｸあり)の合計］の大学が取得予定と答えていますが、この「収入別分析数値表９頁」を見ていただきますと、大規模校（収入規模400億円超）に限らず、同100億円以下の小規模校も同様（19.9%）に考えていることが判ります。
＜都道府県別回答数＞　
　北海道　　　９法人　　　　　青森県　　　３法人　　　　　　岩手県　　　1法人　　　　　　　宮城県　　　　３法人
　秋田県　　　１法人　　　　　山形県　　　１法人　　　　　　福島県　　　３法人　　　　　　　茨城県　　　　２法人
　群馬県　　　５法人　　　　　埼玉県　　　６法人　　　　　　千葉県　　　２法人　　　　　　　東京都　　　４４法人　　　

　神奈川県　　６法人　　　　　新潟県　　　６法人　　　　　　石川県　　　５法人　　　　　　　福井県　　　　３法人

　山梨県　　　３法人　　　　　岐阜県　　　５法人　　　　　　静岡県　　　５法人　　　　　　　愛知県　　　１１法人

　三重県　　　３法人　　　　　滋賀県　　　３法人　　　　　　京都府　　１２法人　　　　　　　大阪府　　　１２法人　　　

　　兵庫県　　１２法人　　　　　奈良県　　　１法人　　　　　　和歌山県　　1法人　　　　　　　鳥取県　　　　１法人

　　島根県　　　２法人　　　　　岡山県　　　３法人　　　　　　広島県　　　４法人　　　　　　　山口県　　　　２法人

　　徳島県　　　１法人　　　　　香川県　　　２法人　　　　　　愛媛県　　　１法人　　　　　　　福岡県　　　　５法人　　　

　　佐賀県　　　１法人　　　　　長崎県　　　４法人　　　　　　熊本県　　　２法人　　　　　　　大分県　　　　２法人

　　宮崎県　　　２法人　　　　　沖縄県　　　２法人　　 　　　 無記名　　　３法人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　２０５法人

　　　　　　　(注) 単位を法人として表示しましたが、法人化されていない公立大学を含みます。　
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